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2020（令和2）年度用 
申請書作成上の注意 

 
※ 全体的な留意事項  

1 申請書を提出する際には、申請書の原本及びコピー１部を、ホッチキス留めしないで提出し

てください。なお、提出された申請書は返却しませんので、必ず申請書のコピーを残してく

ださい。 
2 申請書はタイプ又は黒のボールペンで、活字体を用いて記入してください。 
3 申請書の記入は、英語（活字体）又は日本語（楷書）、もしくはその両語にて記入してくだ

さい。 
(1) 機関名については、原語名に加えて、日本語名、英語名を併記してください。 
(2) 人物名については、日本語名表記と英語表記を併記してください。 

また、人物名はパスポートの表記に合わせてご記入ください。パスポートをお持ちでな

い方については、運転免許証等、所在国における公的な身分証明書の表記に合わせてく

ださい。 
4 申請書提出後に申請書記入内容に変更が生じた場合には、速やかにご通知ください。 

 
A. 申請総表  

1 申請機関： 
申請機関・団体の原語での正式名称とその英訳、日本語訳、及び住所、法的地位、電話番号、

等を記入してください。 
2 事業実施部門： 

申請機関・団体における本事業の具体的な実施部門（学部、学科、部門、センター、研究所

等）の名称、電話番号、事業担当者名、E-mailアドレスを記入してください。 
3 代表者： 

代表者とは、申請機関・団体の管理上の責任を代表する人物（学長等）のことです。その人

物が署名をすることで機関が正式に申請を行ったことになります。 
4 事業担当責任者： 

事業担当責任者とは、事業の実際の運営と実施について責任を有する人物のことです。 
5 経理責任者： 

経理責任者とは、事業予算案や助成金の支出管理について責任を有する人物のことです。3～
5については、同一人物が2つ以上の立場を兼務することは認められません。3～5に記入漏れ

がある場合は、申請を受け付けることができません。 
 

B. 申請機関概要  
1 申請機関における日本語教育、活動の沿革及び現況： 

規約・会則を含む団体概要、活動理念・活動内容（実績）等が分かる刊行物等の資料、日本語講

座・コースのカリキュラム（コース修了時の能力判定手段も含む）と受講料を含む今年度の事業

計画書と収支計画書を添付してください。そのほか、活動の沿革および概況、学生総定員数、総

教員数、日本語講座学生数、日本語教師数、使用している日本語教材、カリキュラム、レベル、

主な受講者（年齢層、学習目的）等を記入してください。 
 

2 過去5年間の国際交流基金からの助成実績： 
過去５年間に国際交流基金からの助成を受けたことのある団体は、その国際交流基金の助成

プログラム名及び助成年度を記入してください。 
 

C. 助成金送金口座情報  
1 助成金受領について： 

(1) 助成金を国際交流基金から直接受け取る 
国際交流基金の助成金は、原則として申請機関の銀行口座に直接送金します。やむを得な

い理由により、申請機関が助成金受取り口座を開設することができない場合等は、申請機

関所属者又は関係者の個人口座へ受取りを委任することができます。 
(2) 送金口座情報：助成金を受領する口座の情報を記入してください（送金口座が申請機関名
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義でない場合には、送金時に委任状の提出が必要です。） 
2 送金通貨：事業を実施する際に、実際に経費が支払われる通貨（現地通貨等）を記入してくだ

さい。なお、国際交流基金ベトナム日本文化交流センターからの送金は原則ベトナム・ドン

（VND）となります。 
 
D. 事業内容書(I)-(Ⅲ) 
共通項目 

1 事業の評価： 
(1) 期待される成果及び効果： 

日本での生活や就労を希望する日本語学習者に対してどのような動機付けとなるか、申

請機関やその国・地域の学習者及び教師のレベルアップ、日本語教育の発展にどのよう

に繋がるか、具体的に記入してください。できる限り数字を用いて説明してください。

（例：事業による効果が出ると予想される日本語教師数や学習者数、国際交流基金日本

語基礎テストや日本語能力試験の合格者数、日本での就労や生活を希望する学生の増加

率等） 
(2) 成果及び効果の評価方法： 

上記(1)の成果及び効果を、事業実施後にどのような方法で評価するのか、具体的な方法

を記入してください。（例：模擬テストを実施する、アンケートをとる、プログラム評

価者による評価を受ける等） 
(3) 成果及び効果の周知・還元方法： 

上記(1)の成果及び効果を、事業実施後にどのような方法で申請機関・団体や国・地域の

学習者及び教師等に対して周知・還元する予定か、具体的な方法を記入してください。

（例：ウェブページに公開する、報告書を配布する等） 
2 予算： 

予算計画はすべて実際に支払われる通貨で記入してください。 
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事業内容書(Ⅰ) 教材購入助成 

1 現在の保有教材・機材： 
現在申請機関・団体が所持している日本での生活や就労を目的とした日本語教育に使用でき

る教材・日本文化紹介備品の整備状況を、できる限り正確に記入してください。また、それ

らの利用状況や保管状況等の詳細について、教材の現状の欄に記入してください。 
2 申請理由： 

(1) 教材購入の必要性： 
申請機関・団体における、日本での生活や就労を目的とした日本語教育の促進に即して、

教材購入の必要性などを具体的に記入してください。 
(2) 教材の利用方法： 

今回の教材購入が学習者に対してどのような効果をもたらすのか、日本語教育の活性化

にどう繋げられるのか等について、申請機関・団体における日本語教育の促進の計画に

即して記入してください。 
3 申請概要： 

申請総額（教材の購入費及び必要な送料等の合計額）、購入予定教材点数、購入した教材等

の大体の利用予定者の人数を記入してください。 
4 購入予定教材リスト： 

(1) 書籍、視聴覚資料（ビデオテープ、CD、DVD）又はその他教材（折り紙、浴衣等）を組

み合わせて申請できます。 
(2) 書籍：題名、巻数、著者/編者名、出版社名、全ての項目を記入してください。 
(3) 購入予定の視聴覚資料及びその他教材：具体的な商品名、メーカー名、販売店名等がわ

かるように記入してください。 
(4) 価格：品名ごとに、単価及び数量を明記した上で、金額を記入してください。 
(5) 購入に当たって送料（梱包手数料を含む。）が発生する場合は記入してください。申請

時に記入のない場合は助成対象外となります。 
ア 最終報告書提出時に、実際に購入した教材リストを提出してください。国際交流基

金が教材として不適切と判断したものが購入した教材リストに含まれている場合に

は、これを助成対象としては認めず、当該教材の購入費を返納してもらう場合があ

ります。 
5 実施計画： 

教材購入の実施計画について、事前準備、調達方法、利用計画等を要約して記入してくださ

い。 
 

事業内容書(Ⅱ) 給与助成 
1 申請理由： 

 対象となる日本での生活や就労を目的とした日本語講座又は活動（教師会活動など）の必

要性を、申請機関における日本語教育の現状等の背景を踏まえて記入してください。また、

当該日本語講座又は活動を実施することによってもたらされる学習者や国・地域における日

本語教育への影響や効果について、要約して記入してください。その際、できる限り数字を

用いて説明してください。 
2 申請事業概要： 

(1) 申請事業期間： 
国際交流基金からの経費助成を希望する期間を記入してください。 
ア 休校期間（授業が実施されない期間）も明記してください。 
イ 助成対象期間内に助成金全額を支出しなくてはなりません。 

(2) 日本語コース概要： 
コース名、コース内容、日本語学習到達度（測定する手段も含む）、1コース当たりの受

講者数、授業時間数を記入ください。 
(3) 日本語コース担当予定講師： 

ア 候補者が決定している場合：候補者の氏名、現職、専門、採用後の身分、なぜその

候補者を選んだのか、どのように選んだのかなどの選定理由を記入してください。

候補者の詳細は、履歴書を添付してください。 
イ 候補者未定の場合：どのように候補者を募集・選定し、決定するのか、方法を記入
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してください。 
3 予算： 

講師給与の年間所要経費を、所要経費（支出）と財源（収入）に分けて記入してください。 
(1) 支出：1時間当たりの単価と年間担当総時間数を記入した上で、年間支払給与額の合計を

計算して記入してください。 
(2) 収入：申請機関が負担する割合と国際交流基金の助成金の割合を記入した上で、申請機

関負担額のうち、授業料収入がどれくらいの割合を占めるのかが分かるように、授業料

収入と他の財源からの収入を分けて記入してください。 
4 添付資料： 

候補者の経歴を記載した履歴書を添付してください。 
5 事業実施後： 

給与助成の最終報告書（会計報告）作成時には、以下2点の証拠書類の添付が必要となります。 
(1) 講師の給与受領書（領収書）※受領者本人自署のあるもの 
(2) 本助成により運営された日本語コースのシラバス 

 
事業内容書(Ⅲ) 会議助成／教材制作助成／自由企画事業 

事業区分の選択 
以下の項目から申請する事業の形態を選んでチェックしてください。 
会議助成 ／ 教材制作助成 ／ 自由企画事業（事業内容を簡単に説明してください。） 
1 事業名称： 

対外的に使用する事業名称を「ベトナム語」と「日本語」で記入してください。申請書受付

以降の通信には、原則として、全てこの名称を使用します。 
2 事業概要： 

計画している会議やイベントや研修会、制作予定の教材の内容について、事業の規模や事業

対象者等を含めた事業の概要を記入してください。 
3 事業実施期間： 

計画した会議・プロジェクト等が実際に実施される期間（実施日）を記入してください。準

備期間、会議等の開催後の処理等の期間も含めて記入してください。対象期間内に助成金全

額を支出しなければなりません。 
4 事業内容： 

(1) 目的・目標：事業実施の目的、事業の実施により達成することを目指す目標を記入して

ください。 
(2) 事業の必要性・背景：事業実施の必要性について、申請機関・団体や国・地域の現状分

析などの背景説明を含めて、要約して記入してください。 
(3) 実施日程：計画事業の実施日程について、事前準備、事業後の処理も含め、会議やイベ

ントの運営の流れや制作教材の利用計画等を要約して記入してください。 
(4) 主要講演者・参加者等：主要講演者・参加者等がいる場合には、氏名・肩書及びそれぞ

れの役割を記入してください。 
5 準備状況、参加者との協議進捗状況： 

事業実施に向けての準備状況、共催者との具体的な協議やミーティングの進捗状況について

記入してください。 
6 予算： 

(1) 謝金・人件費：明細欄には、謝金を支払う相手の氏名、所属、謝金の対象業務（例：基

調講演等）、支出の必要性、算出根拠（単価×日数／時間数×人数など）を記入してく

ださい。欄内に書ききれない場合は別紙を使用してください。 
(2) 交通費：明細欄には、交通費支給の対象者及び人数が記入してください。 
(3) 滞在費：明細欄には、場所、支給対象者を記入してください。 
(4) その他：明細欄には、会場借料、資料作成費、編集費等、項目ごとに記入してください。 

7 添付書類： 
事業の詳細（事業実施方法や、事業の形態等）について、自由書式で記入してください。サ

イズはA4版、体裁・構成等は自由です。 
 

以上 


